
（３）　都市環境を保全・創造するまち

①　《みどり・公園》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 緑の基本計画の推進（計画見直
し）

みどり課 計画 推進 推進 推進 推進 見直し 　計画どおり、平成１８年７月の改訂に
必要な資料の作成等を行った。

　

⇒

改定 － 準備調査 見直し

　 平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 1,260 0 0 2,000 5,000

実績 緑政審議会の開
催、緑の基本計画
書の印刷

準備・調整 準備・調整 見直し内容の調
整・資料作成

緑の基本計画の見直
し

事業費 583 0 0 1,932 4,998

2 緑の基本計画の推進（常盤山） みどり課 計画 一部買収 一部買収 一部買収 一部買収 一部買収 　緑の基本計画に沿った内容で、常盤山
特別緑地保全地区を指定することができ
た。

　指定された区域に隣
接した同地区候補地が
未指定である。

⇒

改定 用地買収 都市計画決定

平成15年度改定後、事業名・事業
工程変更
旧事業名「緑の基本計画の推進
（三大緑地の保全）」

事業費 772,000 403,530 1,000 0

実績 緑地保全統合補助
制度による買収

緑地保全統合補助
制度による買収

特別緑地保全地区
指定のための資料
作成、関係部局と
の協議

（仮称）常盤山緑地
の特別緑地保全地区
指定

事業費 813,393 472,305 966 0

3 緑の基本計画の推進
（緑政審議会）

みどり課 計画 運営 運営 運営 運営 運営 　緑政審議会を開催(平成１３～１７年
度に１７回開催)して、諮問に対する答
申をはじめ、重要課題に対する意見を得
た。事業費 1,837 2,237 2,807 1,750 1,416

実績 緑政審議会の開
催、資料作成委託

緑政審議会の開
催、資料作成委託

緑政審議会の開催 緑政審議会の開催 緑政審議会の開催

事業費 514 1,464 789 513 829
4 緑の基本計画の推進

（緑地保全地区等）
みどり課 計画 調整･指定 調整･指定 取得 調整・拡大 取得 　概ね、工程どおりに、城廻・昌清院・

岡本(平成１４年４月)、玉縄城址(平成
１５年６月)、常盤山(平成１７年９月)
の各地区を特別緑地保全地区に指定し
た。
　計画どおりに都市計画決定図書の作成
等を実施した。

　近郊緑地特別保全地
区(神奈川県指定)につ
いて、指定に向けた課
題の整理及び調整が必
要である。

⇒

改定 － － 都市計画決定資料作
成（天神山地区）

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 0 2,800 0 0 1,800

実績 地権者との調整 近郊緑地保全区域
詳細資料及び緑地
保全地区都市計画
決定図書作成業
務、緑地保全地区
指定(3地区)

緑地保全地区指定
(1地区)

地権者との調整 近郊緑地特別保全地
区指定図書作成、特
別緑地保全地区指定
(1地区)

事業費 693 2,436 0 0 1,796

5 緑の基本計画の推進
（推進地区指定）

みどり課 計画 指定 指定 指定 指定 指定 　推進地区に指定した７地区のうち、平
成１８年度までに４地区が法適用され、
つなぎ策の成果をあげた。

　法適用に至った地区
の指定解除等⇒

改定 協議・調整 協議・調整 協議・調整

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 800 300 0 0 0

実績 協議・調整 緑地保全地区の指
定に変更、指定(3
地区)

協議・調整 検討
指定(1地区)

協議・調整

事業費 0 0 0 0 0
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

6 緑地の買い入れ みどり課 計画 買入 買入 買入 買入 買入 　保存が必要な緑地の買入を行い、緑地
保全が推進できた。

⇒

改定 用地買収（等覚寺
東光寺緑地・天神
山緑地・手広笛田
緑地・七里ガ浜緑
地・緊急対応）

用地買収（天神山
緑地・手広笛田緑
地）

用地買収（天神山緑
地・手広笛田緑地）

　 平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 1,121,592 738,400 928,240 132,620 12,829

実績 不動産鑑定評価業
務、緑地の取得
（常盤山、天神
山、等覚寺東光寺
緑地）

不動産鑑定評価業
務、緑地の取得
（常盤山、天神
山、等覚寺東光寺
緑地）

不動産鑑定評価業
務、緑地の取得
（常盤山、天神
山、等覚寺東光
寺、手広笛田、七
里ガ浜１号緑地）

不動産鑑定評価業
務、緑地の取得
（天神山、手広笛
田）

天神山緑地取得

事業費 1,083,665 674,627 889,996 95,065 11,165

7 緑地保全契約事業の推進 みどり課 計画 交渉・契約 交渉・契約 交渉・契約 交渉・契約 交渉・契約 　緑地保全契約者に奨励金を支払い、緑
地保全に努めた。　

　 事業費 18,362 15,248 14,463 14,242 15,827

実績 奨励金の交付 奨励金の交付 奨励金の交付 奨励金の交付 奨励金の交付

事業費 13,870 12,859 12,454 11,928 16,582

8 緑地使用契約事業の推進 みどり課 計画 準備・調整 準備・調整 準備・調整 準備・調整 準備・調整 　使用契約の前段階として、緑地保全契
約を締結し保全に努めた。

　 事業費 0 0 0 0 5,000

実績 準備・調整 準備・調整 準備・調整 準備・調整 補助金の交付（他事
業から）

事業費 0 0 0 0 0

9 緑地協定締結の促進 みどり課 計画 促進 促進 促進 促進 促進 　平成１８年の緑の基
本計画の中で、施策推
進の方針を明らかにし
ました。

事業費 0 0 0 0 0

実績 緑地協定制度の締
結促進

緑地協定制度の締
結促進

緑地協定制度の締
結促進

緑地協定制度の締
結促進

緑地協定制度の締結
促進

事業費 0 0 0 0 0

10 緑化モデル地区の指定及び緑化事
業の推進

みどり課 計画 指定･推進 指定･推進 指定･推進 指定･推進 指定･推進 　平成１８年の緑の基
本計画の中で、緑の
ネットワークの形成の
考え方を示して、施策
の体系の見直しを行い
ました。

事業費 359 341 0 0 0

実績 要綱等の策定検
討、苗木の配布

要綱等の策定検
討、苗木の配布

要綱等の策定見送
り

検討・調整 検討・調整

事業費 173 191 0 0 0

11 緑化事業の推進 みどり課 計画 実施 実施

（公共施設・公園・道路） 改定 － － －⇒

事業費 0 0 0 0 0

平成15年度改定後、事業工程変更 実績

事業費 0 0 0 0 0

12 まち並みのみどりの助成事業 みどり課 計画 実施 実施 実施 実施 実施 　申請に基づき補助金を交付する制度で
あるが、平成１３年～１７年度の５年間
で緑化総延長は約２，４００mに達した
ことになり、一定の成果を上げることが
できた。

（接道緑化）
事業費 4,479 4,255 3,830 3,720 3,650

実績 生垣の設置を奨励 生垣の設置を奨励 生垣の設置を奨励 生垣の設置を奨励 生垣の設置を奨励

事業費 3,678 2,234 2,356 3,049 1,958
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

13 緑地保全基金への積み立て みどり課 計画 積立 積立 積立 積立 積立 　基本財源確保に当たっては、市費によ
る積立が中心的存在になるが、ここ数年
は、安定した金額である。また、一般寄
附については、年度によりばらつきはあ
るものの、大口の寄附も寄せられてい
る。
　積立額は堅調に推移していると考え
る。

　基金制度に対するよ
り多くの人々の理解を
得る必要がある。

⇒

改定 利息・寄附金積立 利息・寄附金積立 利息・寄附金積立

　 平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 74,890 25,637 5,748 54,607 55,555

実績 積立 積立 積立 積立 積立

事業費 34,118 22,420 2,858 84,320 58,748

14 （財）鎌倉風致保存会への支援 みどり課 計画 支援 支援 支援 支援 支援 　保存会への助成により、会の自立と自
主運営を促し、市民サイドの歴史的景観
とみどりの保全運動の活性化が図られて
きた。

　

　 事業費 31,769 28,448 17,070 16,586 18,594

実績 助成・寄付 助成・寄付 助成・寄付 助成・寄付 助成・寄付

事業費 29,462 27,935 16,565 16,005 16,996

15 緑地の整備（（仮）浄明寺緑地の
整備）

公園緑地課 計画 整備 　緑地の整備については、平成４年度よ
り５箇年計画で事業終了の予定であった
が、５年目の予算が未だついていない。
来園者に緑地の生態を紹介する案内板の
設置や危険箇所のフェンス設置などがで
きない状態にある。

⇒

－ － －

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 0 0 0 0 0

実績 未供用部分の整備
準備作業

未供用部分の整備
準備作業

未供用部分の整備
準備作業

未供用部分の整備
準備作業

未供用部分の整備準
備作業

事業費 0 0 0 0 0

16 鎌倉中央公園の整備 公園緑地課 計画 用地取得
施設整備

整備 　用地国債の償還は経常対応
　計画どおり平成１６年４月に全面開園
をした。⇒

改定 開園準備
用地国債償還
用地買収

用地国債償還

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 478,813 450,746 257,470 70,644

実績 土地鑑定評価、用
地取得

土地鑑定評価、用
地取得、休憩舎建
設工事

土地鑑定評価、用
地取得、案内板設
置

用地国債償還
(16年度で完了）

事業費 491,992 396,538 257,323 70,644

17 鎌倉中央公園拡大区域（台峯）の
整備

公園緑地課
広町・台峯緑
地担当

計画 基本構想策定
測量調査
保全協議･検討

都市計画・事業認
可変更
保全協議･検討

保全協議･検討 保全協議･検討 保全協議･検討 　準備委員会との協議が整い、台峯緑地
の保全の道筋がついたことは、大きな成
果である。また、鎌倉市土地開発公社が
用地を一部先行取得するとともに、都市
計画決定・事業認可の取得に向けて、基
本構想の策定に着手した。

　平成１９年度中の都
市計画決定・事業認可
の取得に向けて、事務
手続きを進めていく必
要がある。

⇒

改定 協議・調整 協議・調整 協議・調整

平成15年度改定後、事業工程変更 公園緑地課 事業費 9,000 9,500 0 0 2,523,200

広町・台峯
緑地担当

事業費 - 5,291 255 120 0

公園緑地課 実績 保全協議・検討 保全協議・検討 協議・調整 協議・調整 基本構想策定
樹林管理
土地鑑定評価
用地取得

広町・台峯
緑地担当

準備委員会と保全
協議、広町・台峯
緑地保全対策資料
作成

準備委員会と保全
協議

準備委員会と保全
協議　地権者・関
係機関との協議・
調整

地権者・関係機関と
の協議・調整

公園緑地課 事業費 0 0 0 0 2,482,125

広町・台峯
緑地担当

事業費 - 5,053 68 36 0
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

18 鎌倉海浜公園・坂ノ下地区の整備 公園緑地課 計画 検討 検討 検討 　土地利用に影響する
鎌倉漁港の建設の有無
を早期に判断する必要
がある。

⇒

改定 － － 関係機関協議

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 0 0 0 0 0

実績 協議・調整 協議・調整 協議・調整 協議・調整 協議・調整

事業費 0 0 0 0 0

19 夫婦池公園の整備 公園緑地課 計画 用地取得 用地取得 用地取得 用地取得 用地取得 　平成１６年度から整備工事に着手した
ことにより、ゴミの投棄がなくなり、環
境改善を図ることができた。
　公園化移設へ向けた市民からの期待感
も高まってきた。

　未取得地の解決と平
成２１年度開園に向け
た整備の進捗を図る。

⇒

検討 整備 整備 整備 施設検討

平成15年度改定後、事業工程変更 改定 用地取得
事業認可変更

用地取得 用地取得

事業費 84,900 76,800 51,870 25,000 141,657

実績 土地鑑定評価、用
地取得

土地鑑定評価、用
地取得

土地鑑定評価、用
地取得

園路整備工事 不動産鑑定、用地取
得、整備工事、樹林
管理

事業費 67,013 59,951 29,885 23,230 136,721

20 （仮）六国見山森林公園の整備 公園緑地課 計画 都市計画決定 都市計画決定
実施設計
事業認可

用地取得 用地取得
整備

用地取得
整備

　計画どおり用地取得が実施された。

⇒

改定 用地取得 用地取得 用地取得

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 0 0 201,400 151,200 138,720

実績 協議・調整 都市計画決定、事
業認可

土地鑑定評価、用
地取得

土地鑑定評価、用
地取得

土地鑑定評価、実施
設計、用地取得

事業費 0 0 219,080 150,719 125,751

21 街区公園の整備 公園緑地課 計画 用地選定 用地選定 用地選定 用地選定 用地選定 　用地を見出し、土地所有者と公有地化
に向けて協議・調整できたことにより、
街区公園類の空白地の一部が解消される
ことになった。

・見出した用地の取得
と整備事業
・継続的な用地選定
・既設公園の再整備

⇒

準備 準備 整備

改定 用地選定 用地選定 用地選定

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 0 0 0 0 0

実績 公園候補地選定 公園候補地選定 公園候補地選定 公園候補地選定 土地所有者と協議・
調整

事業費 0 0 0 0 0

22 鎌倉海浜公園・由比ガ浜地区の整
備

公園緑地課 計画 整備 整備
施設検討

整備
施設検討

施設検討 施設検討 　平成７年度に神奈川県施行の由比ガ浜
地下駐車場の建設に伴う整備を実施した
が、管理棟建設が残っている。

　仮設プレハブ管理事
務所が老朽化してお
り、早期の建設が必要
である。

⇒

改定 － － 関係機関協議

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 25,000 42,070 0 0 0

実績 仮設テント・トイ
レ設置、施設整備

海側広場整備工 協議・調整 協議・調整 協議・調整

事業費 19,793 40,389 0 0 0
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

23 腰越・広町の保全・整備 公園緑地課
広町・台峯緑
地担当

計画 保全協議
基本計画策定

都市計画決定
事業認可

保全協議･検討 保全協議･検討 保全協議･検討 　事業３社との協議が整い、広町緑地の
保全が達成できたことは、大きな成果で
ある。
　また、都市計画決定・事業認可を取得
し事業に着手し、平成２６年度の一部開
園に向け着実に事業が推進している。

　維持管理について
は、市民等と協働で実
施し、最終的には「市
民主体の自立した運営
組織」を立ち上げるこ
とを目標としているこ
とから、今後、市民等
と連携を密にし、目標
に向け十分に協議を進
めていく必要がある。

⇒

保全協議・検討

平成15年度改定後、事業工程変更 改定 基本計画・基本設
計
測量調査・不動産
鑑定
新規採択時評価

樹林等管理
用地買い替え

樹林等管理
用地買い替え

公園緑地課 事業費 11,000 14,000 3,040,080 46,961 1,219,340

広町・台峯
緑地担当

事業費 - 5,291 255 60 0

公園緑地課 実績 事業３社と保全協
議

公園基本構想等調
査

基本構想、土地鑑
定評価、用地取得

基本計画、基本設
計、測量調査、樹
林管理など

不動産鑑定、樹林管
理、用地取得

広町・台峯
緑地担当

事業３社と保全協
議、広町・台峯緑
地保全対策資料作
成

事業３社と保全協
議　地権者・関係
機関との協議・調
整

地権者・関係機関
との協議・調整

地権者・関係機関と
の協議・調整

公園緑地課 事業費 0 0 2,928,071 39,127 1,902,214

広町・台峯
緑地担当

事業費 - 5,206 51 12 0
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②　《生活環境》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 ごみの分別収集システムの運営 資源対策課 計画 分別収集の実施 分別収集の実施 分別収集の実施 分別収集の実施 分別収集の実施 　ごみの分別収集は、平成１４年粗大木
屑の資源化、平成１５年容器包装プラス
チック分別収集の一部地区での試行、平
成１６年資源物毎週収集及び平成１７年
容器包装プラスチック分別収集の全市実
施を開始しており、平成１２年度に
49,440トンであったごみ焼却量が、平成
１７年度には42,002トンに減少し、
15.0％の減量となった。 資源化率は、
平成１２年度の36.8％から平成１７年度
は46.2％となり、また、環境省が発表し
た人口１０万以上５０万人未満の都市に
おける平成１６年度のリサイクル率にお
いて、本市のリサイクル率が45.6％で全
国１位となり、分別収集の成果は上がっ
ている。

　循環型社会の形成を
目指し、資源化・減量
化を推進するには、資
源化の可能性がある新
たな品目の検討が必要
である。

改定 実施
廃プラスチック収
集処理試行
新分別収集体制

実施 実施

　

⇒

事業費 292,880 324,305 402,056 496,517 555,818

平成15年度改定後、事業工程変更 実績 資源物、不燃ご
み、危険有害ご
み、ペットボトル
回収、市民周知

資源物、不燃ご
み、危険有害ご
み、ペットボトル
回収、粗大木屑資
源化、市民周知

資源物、不燃ご
み、危険有害ご
み、ペットボトル
回収、粗大木屑資
源化、容器包装プ
ラスチック分別収
集の試行、市民周
知

資源物、不燃ご
み、危険有害ご
み、ペットボトル
回収、粗大木屑資
源化、容器包装プ
ラスチック分別収
集の試行、市民周
知

資源物、不燃ごみ、
危険有害ごみ、ペッ
トボトル回収、粗大
木屑資源化、容器包
装プラスチック分別
収集、市民周知

事業 288,431 272,441 389,120 470,137 523,985
2 減量化・資源化の推進（植木剪定

材堆肥化事業）
資源対策課 計画 堆肥化の推進 堆肥化の推進 堆肥化の推進 　植木剪定材の搬入量は年々増加してお

り、平成１３年度7,187ｔであった搬入
量が平成１７年度には11,523t、約60％
増加している。本市のごみの発生量の約
14％を占める植木剪定材を焼却せずに資
源化することは、ごみの焼却量の減少、
リサイクル率の向上に大きな成果を上げ
ている。また、生産された堆肥を市民や
農家に配布することで循環型社会の形成
に寄与している。

　現在は、県から承認
された試験研究という
形で事業を実施してい
るが、研究期間が終了
した平成１８年４月１
日からは、市内で実施
している堆肥化事業を
変更する必要がある。

の

⇒

改定 実施 実施 実施

1 平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 125,050 164,861 147,168 151,956 148,450

実績 植木剪定材の堆肥
化、炭化炉の賃借

植木剪定材の堆肥
化、炭化炉の賃借

植木剪定材の堆肥
化

植木剪定材の堆肥
化

植木剪定材の堆肥化

事業 133,575 145,841 147,056 159,265 154,559
2 減量化・資源化の推進（資源集団

回収の推進）
資源対策課 計画 推進 推進 推進 　平成１３年度まで実施した資源集団回

収奨励金交付制度は、紙類はごみである
との認識を改め、資源物の分別の徹底を
行い、資源物の回収量を増加させるため
に有効なものとして評価できる。
　また、循環型社会形成推進協力金につ
いても、定期的に資源物の回収を行う団
体に対して、回収量に応じた協力金を交
付するものだが、本制度は、循環型社会
の形成を推進していくとしている循環型
社会形成推進基本法の理念に基づいて、
ごみ減量の施策を発生抑制に置いたもの
として評価できる。

　循環型社会形成推進
協力金制度の終了後、
平成１６年度から自治･
町内会が自主的に実施
する「ごみ発生抑制、
減量化及び資源化事
業」に奨励金を交付す
る「３Ｒ推進事業奨励
金制度」を創設してい
る。今後は、本制度に
対する自治･町内会の登
録率を向上させていき
たい。

の

⇒

紙製容器包装の検
討

紙製容器包装の検
討

2 平成15年度改定後、事業工程変更 改定 循環型社会形成推
進協力金

　 事業費 72,000 90,000 6,000

実績 資源集団回収奨励
金の交付

循環型社会形成推
進協力金の交付

循環型社会形成推
進協力金の交付
（15年度で終了）

事業 65,000 100,237 5,267
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

2 減量化・資源化の推進（生ごみの
排出抑制）

資源対策課 計画 推進 推進 推進 推進 推進 　家庭用生ごみ処理機の助成について
は、平成３年の開始以降、１７年度まで
で13,719台への助成を行い、減量効果と
しては１７年度末で、年間2,405ｔと推
計し、処理機の普及率も20％を越える世
帯まで実績を上げている。計画期間内に
おいては非電動型の助成率を90％に、ま
た電動型を75％に引き上げるなど制度の
充実に努めた。
　大型生ごみ処理機の市営住宅、小学校
への普及については計画期間内には諏
訪ヶ谷住宅に設置した機器を深沢小学校
へ移転する等の対応はあったが、発生源
における廃棄物の発生抑制について一定
の成果を上げている。

　家庭用生ごみ処理機
については、一定の普
及率に達し、申請件数
の減少が見られてい
る。今後の制度のあり
方については、家庭に
おける資源物とごみの
分別を一層促す効果が
あるとの市民意見もあ
り、燃やすごみの半数
近くを占める生ごみの
減量化に向けては、現
在、他に有効な手法が
ないことから引き続き
普及促進に努めること
とするが、将来的なあ
り方については施設整
備の実施とあわせ検討
していく必要がある。
　大型生ごみ処理機に
ついては、市が事業所
として廃棄物の発生抑
制に率先して取り組ん
でいるものであるが、
施設整備を見据え、制
度についての検討が求
められている。

の

⇒

改定 実施 実施 実施

3 平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 43,714 62,187 59,037 67,397 21,860

実績 家庭用生ごみ処理
機購入への助成、
小学校、集合住宅
生ごみ処理機の設
置など

家庭用生ごみ処理
機購入への助成、
小学校、集合住宅
生ごみ処理機の設
置など

家庭用生ごみ処理
機購入への助成、
小学校、集合住宅
生ごみ処理機の設
置など

家庭用生ごみ処理
機購入への助成、
小学校、集合住宅
生ごみ処理機の設
置など

家庭用生ごみ処理機
購入への助成、小学
校、集合住宅生ごみ
処理機の設置など

事業 33,180 115,616 62,260 24,454 16,524

2 減量化・資源化の推進（事業系生
ごみの資源化）

資源対策課 計画 乾燥炉設置 実施 実施 実施 実施 　平成１３年度は、深沢クリーンセン
ター用地の今後の活用及び整備のために
地元町内会への補助及び同クリーンセン
ター敷地測量を行った。
　平成１４年度以降は、事業系生ごみの
資源化について検討を行った。

の

4 事業費 160,488 0 0 0 0

実績 深沢クリーンセン
ター用地測量、地
元還元施設建設へ
助成

食品廃棄物の一部
を事業者がリサイ
クル

事業系生ごみの資
源化について検討

事業系生ごみの資
源化について検討

生ごみ資源化施設の
建設を検討

事業 35,450 0 0 0 0
3 植木剪定材堆肥化事業施設の建設 資源対策課 計画 準備 用地取得

基本･実施設計
建設 開設

堆肥化の推進
堆肥化の推進 　本市の実施している植木剪定材資源化

について、堆肥化はもとより資源化の
様々な手法を施設建設面、コスト面、環
境面等から総合的に検討し、現時点で本
市にとって最も適した処理方法を検討し
た。

事業費 0 0 0 8,421 0

実績 建設準備、検討 建設準備、検討 建設準備、検討 植木剪定材堆肥化
施設建設に係る調
査

検討

事業費 0 0 0 1,575 0

4 粗大ごみ補修・展示施設の開設 資源対策課 計画 検討 検討 　粗大ごみのうち、家具類を補修して資
源化する手法等を検討したが、ＮＰＯ法
人鎌倉リサイクル推進会議が市民から不
用になった家具類の提供を受け、笛田リ
サイクルセンターで展示し、抽選により
市民に無料配布し、好評を得ている。

⇒

事業費 0 0

平成15年度改定後、削除 実績 家具等を補修して
展示し、資源の有
効利用を図った。

場所、手法等検討

事業費 0 0

21



№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

5 ごみ処理施設建設基金の積立 資源対策課 計画 積立 積立 積立 積立 積立 　一般廃棄物処理施設建設基金は、「鎌
倉市一般廃棄物処理施設基金の設置及び
管理に関する条例」により運用、管理し
ている。

　一般廃棄物処理施設
の建設の財源に充てる
ため、毎年度一般会計
に歳入歳出予算の定め
により、積立金等を設
定しているところであ
り、今後も引き続き運
用、管理を行ってい
く。

⇒

－ － －

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 10,300 10,041 41 41 41

実績 積立 積立 積立 積立 積立

事業費 10,039 10,012 106 4 39

6 し尿収集運搬委託区域の拡大 資源対策課 計画 　し尿収集運搬及び処理手数料徴収業務
を、平成１８年度から全市域委託化し
た。

⇒

改定 拡大 拡大

平成16年度新規採択 事業費 4,519 31,603

実績 委託収集３７４世
帯

委託収集５８６世帯

事業費 15,638 24,675

7 ごみ処理施設の建設 施設建設担当 計画 準備 広域連合設立準備 準備 準備 施設建設 　横須賀三浦ブロックごみ処理広域化検
討協議会において、４市１町によるごみ
処理広域化の検討を実施。中間とりまと
めとして「横須賀三浦ブロックごみ処理
広域化基本構想（素案）－中間報告」を
平成１６年３月に策定した。その後、平
成１７年１２月に、２グループ体制の方
針を確認し、本市と逗子市とのごみ処理
広域化が決定。鎌倉市逗子市ごみ処理広
域化検討協議会を設立し、２市によるご
み処理広域化の検討に入った。

　施設配置、広域化を
実施する項目等、逗子
市との間でさまざまな
調整が必要となる。

（広域化計画の推進） 改定 推進 推進 推進

　

⇒

事業費 8,362 2,268 2,782 2,800 1,500

平成15年度改定後、事業工程変更 実績 横須賀三浦ブロッ
クごみ処理広域化
協議会負担金

横須賀三浦ブロッ
ク広域連合設立準
備協議会負担金

ゴミ処理広域化計
画中間報告、横須
賀三浦ブロックご
み処理広域化協議
会負担金

横須賀三浦ブロッ
クごみ処理広域化
協議会負担金

横須賀三浦ブロック
広域連合設立準備協
議会負担金

事業費 6,912 1,368 1,800 1,000 940

8 最終処分場の建設
（焼却残渣溶融固化事業を含む）

施設建設担当 計画 溶融固化処理 溶融固化処理 溶融固化処理 溶融固化処理 溶融固化処理 　焼却残さの溶融固化処理委託を継続す
ることで、焼却残さの資源化を進めると
ともに、最終処分場の延命化に努めた。

　今後も焼却残さの資
源化を推進する中で、
成果品（溶融スラグ）
の公共事業への利用促
進を図るほか、溶融固
化処理以外の資源化方
法についても、調査・
検討を行う。

　

⇒ ⇒

改定 実施 実施 実施

　 平成15年度改定後、事業工程変更 ごみ処理広域
化担当

事業費 261,506 255,892 272,196 258,534 249,928

実績 焼却残渣溶融固化
処理

焼却残渣溶融固化
処理

焼却残渣溶融固化
処理

焼却残渣溶融固化
処理

焼却残渣溶融固化処
理

事業費 288,397 253,230 235,198 230,184 213,926

9 ダイオキシン類削減対策 施設建設担当 計画 改修工事 改修工事 　名越クリーンセンター及び今泉クリー
ンセンターのダイオキシン類削減等対策
工事を行うことで、焼却による環境負荷
低減に努めた。

　

⇒

改定 整備 整備

　 平成15年度改定後、事業名、事業
工程変更
旧事業名「ダイオキシン類恒久対
策」

事業費 723,788 1,025,705 247,324 481,053

実績 名越クリーンセン
ターダイオキシン
類削減等対策工事
及び工事監理業務

名越クリーンセン
ターダイオキシン
類削減等対策工事
及び工事監理業務

今泉クリーンセン
ターダイオキシン
類削減対策工事及
び関連工事等

今泉クリーンセン
ターダイオキシン
類削減対策工事及
び関連工事（16年
度で完了）

事業費 787,998 1,025,672 57,015 476,596

10 自区外処理 施設建設担当 計画 　今泉クリーンセンター改修工事期間
中、名越クリーンセンターで処理しきれ
ない分の燃やすごみの焼却処理につい
て、他市への処理委託を行った。平成１
７年３月の改修完了に伴い、処理委託を
終了した。

　

⇒

改定 実施 実施

　 平成15年度改定後、新規採択 事業費 286,836 194,861

実績 可燃ごみの市域外
処理

可燃ごみの市域外
処理（16年度で終
了）

事業費 195,296 163,335
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

11 名越クリーンセンターの整備 名越クリーン
センター

計画 測量調査 都市計画変更 整備工事 　不燃ごみ処理を含めた施設配置や敷地
利用の検討を行った。

　隣接地で広域処理の
生ごみ処理施設の建設
が計画されているた
め、名越クリーンセン
ターの整備は事業工程
を変更している。

⇒

改定 検討 検討 検討
事業費 0 0 0 0 0

平成15年度改定後、事業工程変更 実績 敷地利用の検討 敷地利用の検討 敷地利用の検討 敷地利用の検討 敷地利用の検討

事業費 0 0 0 0 0

12 今泉クリーンセンター中継
（減量化・資源化）施設整備

施設建設担当 計画 準備 中継施設・減量減
容資源化施設整備

実施 実施 実施 　平成１４年１２月以降の今泉クリーン
センター休炉に伴い、同センター管内で
収集したごみを他施設へ運搬するため、
中継施設としての施設整備を行った。

⇒

改定 運営 運営 運営

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 28,000 450,708 4,988 4,338 0

実績 測量調査 中継施設建設工事 中継施設活性炭交
換

中継施設活性炭交
換

実績なし

事業費 3,990 350,779 3,297 3,544 0

13 今泉クリーンセンター周辺環境調
査

施設建設担当 計画 　今泉クリーンセンターの稼働による周
辺環境への影響を調べるために、土壌・
大気について周辺環境調査を行った。

　今泉クリーンセン
ター周辺に加え、名越
クリーンセンター周辺
においても同様の調査
を実施する。調査は、
経年変化を見るために
継続して実施してい
く。
　（大気：毎年実施、
土壌：３年に一度実
施）

⇒

改定 調査

平成17年度新規採択 事業費 20,349

実績 周辺の環境（土壌・
大気）調査

事業費 15,771

14 深沢クリーンセンターの整備 施設建設担当 計画 地元還元施設改築
への助成

　山崎浄化センターへのし尿の直接投入
について検討するとともに、その後の深
沢クリーンセンター用地の有効利用等に
ついて、関係部署と調整を図りながら方
向性の検討を行った。

　同センター処理施設
は、国庫補助金を得て
建設した施設のため、
解体の時期については
検討を要する。施設廃
止後の跡地利用につい
ては、地元住民の意見
を聞くとともに、全市
的な視点からの検討が
必要となる。

⇒

改定 － － －

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 130,487 0 0 0 0

実績 敷地測量図作成、
地元還元施設建設
費補助金の交付

敷地の活用及び整
備等検討

敷地の活用及び整
備等検討

敷地の活用及び整
備等検討

敷地の活用及び整備
等検討

事業費 35,450 0 0 0 0

15 笛田リサイクルセンター周辺整備
事業

笛田リサイク
ルセンター

計画 周辺整備 周辺整備 周辺整備 周辺整備 周辺整備 　周辺整備事業は、平成１０年度から平
成１４年度まで段階的に整備を行ってき
たが、財政事情もあり、平成１５年度以
降平成１７年度まで事業を凍結してい
る。事業の進捗状況は約２７％の進捗率
で、公園的未整備エリアを含めて、全面
開放ができる整備は一応完了した。

　周辺整備事業は、都
市整備部が計画してい
る手広深沢地域の浸水
対策計画と連携を図る
必要がある。

⇒

改定 － － －

　 平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 2,000 20,000 0 0 0

実績 公園的整備実施計
画に基づく植栽

土壌改良、ベン
チ・周囲フェンス
の設置、照明等の
整備

検討 検討 検討

事業費 1,901 19,997 0 0 0
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

16 まちの美化の推進 美化衛生課 計画 進行管理 進行管理 進行管理 進行管理 進行管理 　まち美化行動計画に基づく、市、市
民、事業者、滞在者がそれぞれの役割を
果たし、まち美化の状況については一定
の効果が得られている旨、市民団体等か
らも評価を得ている。

　まち美化について
は、一定の効果が得ら
れている中で、歩行喫
煙による吸殻の散乱が
目立っているため、歩
行喫煙問題に取り組む
必要がある。
　一方、「まち美化行
動計画」策定から５年
経過し、現状に即した
計画の見直しを検討す
る必要がある。

　 事業費 3,023 1,998 1,968 1,818 3,707

実績 まち美化行動計画
の策定、推進重点
区域の指定、条例
リーフレット等の
美化啓発活動、ま
ち美化推進員によ
る啓発、アダプ
ト・プログラムの
導入

まち美化推進重点
区域の指定、まち
美化行動計画の推
進

まち美化行動計画
の推進

まち美化行動計画
の推進

まち美化行動計画の
推進、路上禁煙指導
員の配置

事業費 2,026 1,278 1,731 1,770 3,149

17 雨水利用の推進 環境自治体課 計画 制度の運用 制度の運用 制度の運用 制度の運用 制度の運用 　民間（民家）に設置助成をすることに
より、普及について一定の成果を上げて
いる。

　ここ２年、申請件数
が減少している。今
後、申請件数を増加さ
せるべく方策が必要で
ある。

　

⇒

事業費 330 500 500 500 500

環境政策課 実績 雨水貯留槽・浸透
ます設置助成

雨水貯留槽・浸透
ます設置助成

雨水貯留槽・浸透
ます設置助成

雨水貯留槽・浸透
ます設置助成

雨水貯留槽設置助成

事業費 544 498 556 272 98

18 エネルギー有効利用の普及推進 環境自治体課 計画 普及促進 普及促進 　環境共生住宅相談見学会を実施により
自然環境の保護に関することのみではな
く、実生活の面から環境啓発でき効果を
上げた。

　今後も商店街などが
行うイベントなどに参
加しエネルギーの有効
利用の啓発を進める。

⇒ ⇒

平成15年度改定後、削除 環境政策課 事業費 100 0

実績 環境共生住宅相談
見学会実施、模型
展示

事業費 40 0

19 低燃料・低公害車の導入・普及促
進

環境自治体課 計画 公用車代替 公用車代替 　天然ガス自動車の導入により、環境負
荷の軽減に一定の成果を上げた。
　八都県市低公害車の導入を進めてい
る。

⇒

　 平成15年度改定後、削除

⇒

事業費 13,563 0

環境政策課 実績 天然ガス自動車の
導入（５台）

天然ガス自動車２
台、ハイブリッド
自動車２台の導入

事業費 13,238 0
20 深夜花火の防止に関する条例の普

及
環境自治体課 計画 　啓発用看板、ポスター、ＦＭ横浜ス

ポットＣＭにて、条例の周知、啓発を
図った。また、自治会等との共同パト
ロールにより周知、啓発に一定の成果を
上げている。

　県の迷惑防止条例に
「花火」が加えられた
が、本市の条例との整
合性を図ることや、特
別対策区域の継続の是
非が検討課題である。

⇒ ⇒

改定 啓発

　 平成17年度新規採択 環境政策課 事業費 2,553

実績 花火禁止区域看板設
置、ポスター等作
成、ＦＭスポット放
送

事業費 2,308
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③　《都市景観》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 景観形成地区の指定 都市景観課 計画 調査･指定 個別基準等策定 調査･指定 個別基準等策定 調査･指定 　鎌倉芸術館周辺景観形成地区と由比ガ
浜中央景観形成地区の指定を行った。

　開発問題等で、地域
の良好な景観形成への
関心が高まり、相談事
例が増えている。その
取組みを支援する方策
として、ますます重要
性が高まっていく中
で、住民の合意形成な
どに多くの時間を要
し、指定が進まない。

　

　 事業費 2,880 350 367 367 317

実績 景観形成協議会へ
の助成、鎌倉芸術
館周辺景観形成地
区指定のための調
査

景観形成協議会へ
の助成、鎌倉芸術
館周辺景観形成地
区の指定

景観形成協議会へ
の助成（浄明寺地
区）、由比ガ浜中
央商店街景観形成
地区指定に向けた
協議

景観形成協議会へ
の助成（浄明寺地
区）、由比ガ浜中
央商店街景観形成
地区の指定

由比ガ浜中央景観形
成地区の景観形成方
針・基準の検討
由比ガ浜通り景観形
成地区の景観形成方
針・基準の見直しの
検討

事業費 1,916 70 34 114 37

2 快適な公共空間の創出への誘導 都市景観課 計画 推進プログラム検
討

推進プログラム検
討
個別事業の協議

個別事業の協議 実施 実施 　無電柱化推進プログラムの取りまとめ
を行い、小町通り無電柱化へ向けた地元
調整に協力した。
　由比ガ浜商店街が実施したポケット
パーク整備事業に協力し、２箇所のポ
ケットパークが設置された。

　無電柱化が実施され
た後に良好な景観形成
を行うためのルールづ
くりを、地元と協議す
る必要がある。

⇒

改定 調整 調整 調整

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 0 0 0 0 0

実績 電線地中化推進プ
ログラム（中間報
告）」のまとめ、
民間開発事業等に
おける協議

電線地中化推進プ
ログラム中間報
告、民間開発事業
等における協議

民間開発事業等に
おける協議

小町通り電線地中
化事業推進協議、
ポケットパーク整
備事業へ協力、民
間開発事業等にお
ける協議

小町通り電線地中化
事業推進協議、ポ
ケットパーク整備事
業へ協力

事業費 0 0 0 0 0

3 景観づくりへの意識の普及・啓発 都市景観課 計画 親子景観セミナー
の開催

顕彰制度検討 顕彰制度検討
景観セミナーの開
催

顕彰制度運用 顕彰制度検討
景観セミナーの開催

　親子景観セミナーを実施
　平成１５年度に顕彰制度を創設し、第
１回景観づくり賞を実施、また、平成１
７年度には、第２回を実施
　平成１７年度には、わがまちづくりシ
ンポジウムを開催
　平成１６年度には、鎌倉ケーブルテレ
ビで放映されている鎌倉市からのお知ら
せで１３回シリーズの広報番組を放映

　若年層への効果的な
普及啓発が課題

⇒

改定 親子景観セミナー
表彰（顕彰事業）

親子景観セミナー 親子景観セミナー表
彰（顕彰事業）

平成15年度改定後、事業工程変更
事業費 100 737 71 20 472

実績 親子景観セミナー
の開催

親子景観セミナー
の開催、かまくら
景観百選ガイド
ブック改訂版の印
刷・頒布

親子景観セミナー
の開催、「景観づ
くり賞」の表彰
（５団体）

親子景観セミナー
の開催

親子景観セミナーの
開催、第２回景観づ
くり賞の実施、わが
まちづくりシンポジ
ウムの開催

事業費 42 674 54 0 3,409

4 都市景観資源の保全と活用 都市景観課 計画 助成制度の見直し 調査 活用方策の検討 活用方策の検討 活用方策の検討 　平成１３年度１件
　平成１４年度４件
　平成１５年度２件
の景観重要建築物等を指定
　改修助成を毎年度実施
　表示板の２ヶ国語併記への改修

　指定件数の増加に応
じた改修助成費の確保
が困難なために、十分
な対応が難しい。

⇒

改定 景観重要建築物等
調査、助成、プ
レートの設置等

景観重要建築物等
調査、助成、プ
レートの設置等

景観重要建築物等調
査、助成、プレート
の設置等

平成15年度改定後、事業工程変更 事業費 5,454 6,449 6,150 6,150 6,150

実績 景観重要建築物等
の指定及び保存活
用支援・助成

景観重要建築物等
改修助成、景観重
要建築物等指定及
び指定の詳細調査

景観重要建築物等
改修助成、景観重
要建築物等指定及
び指定の詳細調査

景観重要建築物等
改修助成、景観重
要建築物等指定及
び指定の詳細調査

景観重要建築物等改
修助成、景観重要建
築物等指定及び指定
の詳細調査

事業費 4,986 6,102 5,375 7,069 5,894
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

5 旧華頂宮邸の管理と活用の検討 文化推進課 計画 活用計画の検討 活用計画の検討 活用計画の検討 基本計画策定 実施計画策定 　平成１３年度に庭園の再整備を行い、
一般公開を開始した。また、ボランティ
アによる庭園整備の手伝い、建物の公開
時の協力体制を確立した。活用の検討の
一環として、鎌倉市が所有する高田博厚
彫刻作品の展示会を行った。
　庭園の公開は、週５日間行っているが
リピータが多い。ただし、平日は来訪者
が少ない傾向にある。

　土地が鎌倉市所有で
はないため、900万円程
度の地代を毎年支払っ
ている。建物が老朽化
への対応工事や、庭園
の維持経費に年額数百
万円の支出を要してい
る。費用対効果を考え
て、事業を見直す必要
がある。

⇒

改定 整備・活用方法の
検討

整備・活用方法の
検討

整備・活用方法の検
討

平成15年度改定後、事業名・事業
工程変更
旧事業名「旧華頂宮邸の保存と活
用の検討」

事業費 28,662 16,385 19,162 18,145 17,349

実績 庭園維持管理・公
開

庭園維持管理・公
開

庭園維持管理・常
時公開・高田博厚
彫刻展の開催

庭園維持管理・公
開

庭園維持管理・公開

事業費 27,877 16,108 19,039 17,791 15,311

6 良好な眺望景観の誘導 都市景観課 計画 眺望視点場の選定
誘導基準の検討

誘導基準の検討・
調査

景観シミュレー
ション導入の検討

誘導の実施 誘導の実施 　眺望景観の調査を実施
　景観形成基本金計画の見直し及び景観
法に基づく景観計画への移行のための調
査の実施

⇒

改定 景観形成基本計画
の見直し（事前準
備）

景観形成基本計画
の見直し（見直し
作業）

景観形成基本計画の
見直し（印刷、製
本）

平成15年度改定後、事業工程変更
事業費 0 4,000 0 2,000 3,000

実績 眺望点の予備調査
実施

眺望景観をコント
ロールするための
誘導指針策定に向
けた調査

景観形成基本計画
見直しに向け事前
準備

景観形成基本計画
評価・検証・見直
し

景観計画の策定に着
手

事業費 0 3,594 0 1,943 2,993
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